
議案第７２号 

 

北本市立こども療育センター設置及び管理条例の全部改正に   

ついて   

 

北本市立こども療育センター設置及び管理条例の全部を次のように改

正する。 

 

 

  平成２６年１１月２７日 提出 

 

 

北本市長 石 津 賢 治     

 

 

北本市立児童発達支援センター設置及び管理条例 

 

 北本市立こども療育センター設置及び管理条例（平成１９年条例第１

０号）の全部を改正する。 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第４３条第１号に定める支援を提供するため、同号に規定する福祉型

児童発達支援センターとして、北本市立児童発達支援センター（以下

「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。   

名称 位置 

北本市立児童発達支援センター 北本市高尾１丁目１７６番地 

 （定義） 

第３条 この条例において「児童」とは、法第４条第１項に規定する児

童であって、身体に障害のあるもの、知的障害のあるもの又は精神に



障害のあるもの（発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第

２条第２項に規定する発達障害児を含む。）をいう。 

（事業） 

第４条 センターにおいて行う事業は、次のとおりとする。 

⑴ 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援に関すること。 

⑵ 法第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援に関するこ

と。 

⑶ 法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援に関すること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める支援に関するこ

と。 

（職員） 

第５条 センターに、所長、嘱託医、嘱託歯科医その他必要な職員を置

く。 

（休館日） 

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前２号に掲げる日を

除く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、前

項の休館日を変更し、又は臨時に休館することができる。 

（利用時間） 

第７条 センターの利用時間は、午前８時３０分から午後５時１５分ま

でとする。ただし、市長は、センターの管理上必要があると認めると

きは、利用時間を変更することができる。 

（利用者の範囲） 

第８条 第４条第１号に規定する事業を利用することができる者は、市

内に住所を有する小学校就学の始期に達するまでの児童であって、次

の各号のいずれかに該当するものとする。  

⑴ 法第２１条の５の７第９項の規定により保護者が通所受給者証の



交付を受けた児童 

⑵ 法第２１条の６の規定による障害児通所支援の措置を受けた児童 

２ 第４条第２号に規定する事業を利用することができる者は、保育所

その他の児童が集団生活を営む施設として市長が認めるものに通う市

内に住所を有する児童であって、前項各号のいずれかに該当するもの

とする。 

３ 第４条第３号に規定する事業を利用することができる者は、市内に

住所を有する児童の保護者であって、次の各号のいずれかに該当する

ものとする。 

⑴ 第１項各号のいずれかに該当する児童の保護者 

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が支援の必要があると認める児童 

 の保護者 

 （利用の制限） 

第９条 市長は、センターの利用について、次の各号のいずれかに該

当するときは、利用を制限することができる。 

⑴ 公共の福祉を害するおそれがあると認められるとき。 

 ⑵ 児童に感染性の疾病その他の病気があると認められ、かつ、当

該病気が他の児童に影響を与えるおそれがあると認められるとき。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、センターの運営上支障があると認

められるとき。 

（使用料） 

第１０条 第４条第１号及び第２号に規定する事業を利用する児童であ

って、センターを利用したもの（以下「利用者」という。）の保護者

は、法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援に関して、法

第２１条の５の３第２項第２号に規定する当該通所給付決定保護者の

家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額を納付しな

ければならない。 

（損害賠償） 

第１１条 利用者は、自己の責めに帰すべき理由により、事業所の施設

若しくは設備を損傷し、又は備品を亡失し、若しくは損傷したときは、

これを修理し、又はその損害を賠償しなければならない。ただし、市



長が当該利用者の責めに帰することができない理由があると認めると

きは、その全部又は一部を免除することができる。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要

な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和３１年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

別表こども療育センター嘱託医の項中「こども療育センター嘱託医」

を「児童発達支援センター嘱託医」に改め、同表こども療育センター

嘱託歯科医の項中「こども療育センター嘱託歯科医」を「児童発達支

援センター嘱託歯科医」に改める。 

（北本市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

３ 北本市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３９年条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

第５条第２号を次のように改める。 

  ⑵ 児童発達支援センターにおける支援業務 
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議案第７２号参考資料 
 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表（北本市立児童   
発達支援センター設置及び管理条例附則第２項関係） 
 

（下線は改正部分） 
現             行 改      正      案 

別表（第２条、第３条関係）  
  報酬及び費用弁償 

区分 
報酬 

費用弁償 
（１日） 支給

区分 
金額 

略 略 略 略 
こども療育セン

ター嘱託医 
年額 

１０１，９００

円

２，０００

円

こども療育セン

ター嘱託歯科医 
年額 

１０４，０００

円

２，０００

円

略 略 略 略 
 

別表（第２条、第３条関係）  
  報酬及び費用弁償 

区分 
報酬 

費用弁償 
（１日） 支給

区分
金額 

略 略 略 略 
児童発達支援セ

ンター嘱託医 
年額

１０１，９００

円

２，０００

円

児童発達支援セ

ンター嘱託歯科

医 
年額

１０４，０００

円

２，０００

円

略 略 略 略 
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北本市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表（北本市立児童発達支援センター設置   
及び管理条例附則第３項関係） 
 

（下線は改正部分） 
現             行 改      正      案 

（保健福祉業務手当） 
第５条 保健福祉業務手当は、次の各号に掲げる業務に従事

した職員に支給する。 
 ⑴ 略 
⑵ こども療育センターの指導又は保育業務 
⑶ 略 

（保健福祉業務手当） 
第５条 保健福祉業務手当は、次の各号に掲げる業務に従事

した職員に支給する。 
 ⑴ 略 
⑵ 児童発達支援センターにおける支援業務 
⑶ 略 

 


